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(57)【要約】
【課題】めっき厚みにバラツキが少なく、プレス加工後
にも美しい表面外観を呈する表面外観に優れたプレス加
工用合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法を提供するこ
と。
【解決手段】Ｃ：０．０００５～０．０１％、Ｓｉ：１
．０％以下、Ｍｎ：０．０１～１．５％、Ｐ：０．００
５～０．０８％、Ｓ：０．０２％以下、Ａｌ：０．０１
～０．１０％、Ｎｉ：０．１％以下、Ｃｕ：０．１％以
下、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成
のスラブを得る工程と、熱間圧延して熱延コイルを得る
工程と、０．０１～１００μｍの平均気泡径を有するマ
イクロバブルを供給すると共に１０ｋＨｚ～３ＭＨｚの
超音波を印加した状態で鋼板表面を酸洗する工程と、５
０％以上９５％以下の冷延率で冷間圧延して所定の厚さ
の冷延コイルとする工程と、前記コイルを再結晶温度以
上の温度で焼鈍するとともに、その後コイル表面に溶融
めっきを施す工程とを有することを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
Ｃ：０．０００５～０．０１％、
Ｓｉ：１．０％以下、
Ｍｎ：０．０１～１．５％、
Ｐ：０．００５～０．０８％、
Ｓ：０．０２％以下、
Ａｌ：０．０１～０．１０％、
Ｎｉ：０．１％以下、
Ｃｕ：０．１％以下
残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成の溶鋼を連続鋳造してスラブを得る工
程と、前記スラブを１１００～１３００℃で加熱する工程と、前記加熱スラブを仕上げ温
度８００℃以上１０５０℃以下、巻取り温度５００℃以上８００℃以下の条件で熱間圧延
して熱延コイルを得る工程と、０．０１～１００μｍの平均気泡径を有するマイクロバブ
ルと１０ｋＨｚ～３ＭＨｚの超音波を、マイクロバブルの平均気泡径をＸ（μｍ）、超音
波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときに、Ｘ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が１２０以上２５０以下
を満たすように印加した状態で鋼板表面を酸洗する工程と、５０％以上９５％以下の冷延
率で冷間圧延して所定の厚さの冷延コイルとする工程と、前記コイルを再結晶温度以上の
温度で焼鈍するとともに、その後コイル表面に溶融めっきを施す工程とを有することを特
徴とするめっき厚みばらつきが５０％以内の表面性状に優れたプレス用高強度合金化溶融
めっき鋼板の製造方法。
【請求項２】
　質量％で、
Ｃ：０．０００５～０．０１％、
Ｓｉ：１．０％以下、
Ｍｎ：０．０１～１．５％、
Ｐ：０．００５～０．０８％、
Ｓ：０．０２％以下、
Ａｌ：０．０１～０．１０％、
Ｎｉ：０．１％以下、
Ｃｕ：０．１％以下
残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成の溶鋼を連続鋳造してスラブを得る工
程と、前記スラブを１１００～１３００℃で加熱する工程と、前記加熱スラブを仕上げ温
度８００℃以上１０５０℃以下、巻取り温度５００℃以上８００℃以下の条件で熱間圧延
して熱延コイルを得る工程と、０．０５～５０μmの平均粒子径を有する微粒子を含有す
る洗浄液に、０．０１～１００μｍの平均気泡径を有するマイクロバブルと１０ｋＨｚ～
３ＭＨｚの超音波を、マイクロバブルの平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（
ｋＨｚ）としたときに、Ｘ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が１２０以上２５０以下を満たすように印
加した状態で鋼板表面を酸洗する工程と、５０％以上９５％以下の冷延率で冷間圧延して
所定の厚さの冷延コイルとする工程と、前記コイルを再結晶温度以上の温度で焼鈍すると
ともに、その後コイル表面に溶融めっきを施す工程とを有することを特徴とするめっき厚
みばらつきが５０％以内の表面性状に優れたプレス用高強度合金化溶融めっき鋼板の製造
方法。
【請求項３】
　質量％で、
Ｃ：０．０００５～０．０１％、
Ｓｉ：１．０％以下、
Ｍｎ：０．０１～１．５％、
Ｐ：０．００５～０．０８％、
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Ｓ：０．０２％以下、
Ａｌ：０．０１～０．１０％、
Ｎｉ：０．１％以下、
Ｃｕ：０．１％以下
を含有し、加えて
Ｂ：０．００５０％以下、
Ｎｂ：０．１％以下、
Ｔｉ：０．１％以下
の１種または２種以上を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成の溶
鋼を連続鋳造してスラブを得る工程と、前記スラブを１１００～１３００℃で加熱する工
程と、前記加熱スラブを仕上げ温度８００℃以上１０５０℃以下、巻取り温度５００℃以
上８００℃以下の条件で熱間圧延して熱延コイルを得る工程と、０．０１～１００μｍの
平均気泡径を有するマイクロバブルと１０ｋＨｚ～３ＭＨｚの超音波を、マイクロバブル
の平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときに、Ｘ＋２８×ｌ
ｎ（Ｙ）が１２０以上２５０以下を満たすように印加した状態で鋼板表面を酸洗する工程
と、５０％以上９５％以下の冷延率で冷間圧延して所定の厚さの冷延コイルとする工程と
、前記コイルを再結晶温度以上の温度で焼鈍するとともに、その後コイル表面に溶融めっ
きを施す工程とを有することを特徴とするめっき厚みばらつきが５０％以内の表面性状に
優れたプレス用高強度合金化溶融めっき鋼板の製造方法。
【請求項４】
　質量％で、
Ｃ：０．０００５～０．０１％、
Ｓｉ：１．０％以下、
Ｍｎ：０．０１～１．５％、
Ｐ：０．００５～０．０８％、
Ｓ：０．０２％以下、
Ａｌ：０．０１～０．１０％、
Ｎｉ：０．１％以下、
Ｃｕ：０．１％以下
を含有し、加えて
Ｂ：０．００５０％以下、
Ｎｂ：０．１％以下、
Ｔｉ：０．１％以下
の１種または２種以上を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成の溶
鋼を連続鋳造してスラブを得る工程と、前記スラブを１１００～１３００℃で加熱する工
程と、前記加熱スラブを仕上げ温度８００℃以上１０５０℃以下、巻取り温度５００℃以
上８００℃以下の条件で熱間圧延して熱延コイルを得る工程と、０．０５～５０μmの平
均粒子径を有する微粒子を含有する洗浄液に、０．０１～１００μｍの平均気泡径を有す
るマイクロバブルと１０ｋＨｚ～３ＭＨｚの超音波を、マイクロバブルの平均気泡径をＸ
（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときに、Ｘ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が１２０
以上２５０以下を満たすように印加した状態で鋼板表面を酸洗する工程と、５０％以上９
５％以下の冷延率で冷間圧延して所定の厚さの冷延コイルとする工程と、前記コイルを再
結晶温度以上の温度で焼鈍するとともに、その後コイル表面に溶融めっきを施す工程とを
有することを特徴とするめっき厚みばらつきが５０％以内の表面性状に優れたプレス用高
強度合金化溶融めっき鋼板の製造方法。
【請求項５】
６０ｋＨｚ以下の周波数と８０ｋＨｚ以上の周波数を１種類ずつ以上含む２種類以上の周
波数の超音波を印加することを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載のめっき厚みば
らつきが５０％以内の表面性状に優れたプレス用高強度合金化溶融めっき鋼板の製造方法
。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主に自動車分野に適用されるプレス加工用合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造
方法に関し、特に、表面外観に優れたプレス加工用合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法
に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、地球の温暖化を防止する観点から、二酸化炭素排出規制策として、新たな自動車
燃費改善目標が設定され、低燃費車優遇税制が導入されるなど、自動車の燃費向上が求め
られている。自動車の燃費向上には、自動車車体の軽量化が有効な手段であり、こうした
軽量化の観点から自動車車体用鋼板の薄肉化が要望されている。一方、自動車車体の安全
性確保の観点から、自動車車体用鋼板の高強度化も要望されている。
【０００３】
　この様な鋼板の薄肉化および高強度化の要望を満たし、複雑な形状にプレスされる自動
車車体用鋼板としては、表面耐食性および電着塗装性に優れ、かつ表面外観に優れたプレ
ス成形性の良い合金化溶融亜鉛めっき高張力鋼板が求められている。
【０００４】
　一般に、高張力鋼板（ハイテン）においては、鋼板の強度を向上させるため、鋼中に、
Ｓｉ、Ｍｎ、Ｐ等の固溶強化元素を含有させることが行われている。
【０００５】
　上述したＳｉ、Ｍｎ、Ｐ等の元素を含有する成分組成で製造された溶融めっき鋼板はプ
レス加工後、表面に線状や筋状などの表面欠陥がしばしば見られ、塗装後にも痕跡を残す
ことがあり、外観上好ましくなく、問題となっている。
【０００６】
　この表面欠陥の低減策については、主として熱間圧延前の鋼片（スラブ）の研削やめっ
き前に熱延鋼板又は冷延鋼板を研削することによって表面欠陥を低減する技術等がこれま
で種々提案されている。
【０００７】
　たとえば、極低炭Ｔｉ添加鋼板を用いた、めっき表面の模様性欠陥の少ない合金化亜鉛
めっき鋼板の製造方法として、鋳片溶削や鋼板研削による鉄歩留ロスの少ない製造方法と
して、連続鋳造時に鋳型内電磁攪拌を実施し、鋳片の成分偏析を防止して、模様状欠陥を
防止するために実施していた鋳片溶削量、鋼板研削量を大幅に低減することを特徴とする
方法（例えば、特許文献１参照）や、高Ｓｉ系鋼板または高Ｐ系鋼板を基材とする外観お
よびめっき密着性と加工性に優れた合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法として、被めっ
き鋼板の表面を研削してＲａ：０．３～０．６とし、溶融亜鉛めっき浴に浸漬した後、加
熱合金化処理を行う加工性の優れた合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法が提案されてい
る（例えば、特許文献２参照）。
【０００８】
　さらに、鋼板の高強度化のため、Ｐを添加したＰ添加鋼が用いられているが、Ｐは非常
に偏析しやすい元素であり、スラブ表面に偏析したＰが熱間圧延、冷間圧延によって長手
方向に圧延されてコイル表面にＰの濃化層が形成され、このＰの濃化層においてめっき時
に合金化が遅れ、合金化溶融亜鉛めっき鋼板において線状の疵が発生する原因となること
が知られていて、Ｐ含有量が０．０３％以上の合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造において
、鋼板表面の不均一性を解消するために鋼板中Ｐ量に応じた研削量で鋼板表面研削を行い
、合金化処理を誘導加熱方式の合金化炉で行う方法も提案されている（例えば、特許文献
３参照）。
【０００９】
　これらの従来技術では、合金化溶融亜鉛めっき鋼板の線状の模様状欠陥を防止するため
、例えばＰ含有量が０．０３％以上の極低炭Ｔｉ添加鋼板を用いる場合には、連続鋳造鋳
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片段階で表面を３ｍｍ以上スカーフ除去し、さらにめっき前の鋼板段階で表面を５μｍ以
上研削していた。これにより、めっき後の模様状欠陥発生を防止して表面品質を確保して
いた。Ｐ含有量が少ない極低炭Ｔｉ添加鋼板を用いる場合であっても、鋳片段階で表面を
３ｍｍ以上スカーフ（溶削）し、重研削ブラシにて鋼板表面を２μｍ以上研削しているの
が現状である。
【００１０】
　一方、熱延後のスケール除去のための酸洗技術についても種々提案されている。例えば
特許文献４～６では、酸洗能力を向上させる方法として２０～１００ｋＨｚの超音波を印
加する方法がある。また、特許文献７では、酸洗効率を向上させるために、超音波振動子
を鋼板に近接する方法が提案されている。しかし、これらの技術は、洗浄能力の均一性や
細部の洗浄能力が高くなく、上述した研削の効果はなかった。さらに熱延鋼板の幅以上の
超音波振動子が必要であったり、鋼板と近接させる必要があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００４－１４９８６６号公報
【特許文献２】特開２００４－１６９１６０号公報
【特許文献３】特許第２５７６３２９号公報
【特許文献４】特開平４－３４１５８８号公報
【特許文献５】特開２００３－３１３６８８号公報
【特許文献６】特開平５－１２５５７３号公報
【特許文献７】特開２０００－２５６８８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、鋼板成分として、加工性を向上させるために、極低炭素鋼を基本成分とし、
強化元素であるＰを含有する高張力鋼板を用いた合金化溶融めっき鋼板において、めっき
厚みにバラツキが少なく、プレス加工後にも美しい表面外観を呈する表面外観に優れたプ
レス加工用合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法を提供するもので、また、めっき厚みの
バラツキを少なくするための熱延鋼板の研削量を低減させ、かつ、研削量を最適化する表
面外観に優れたプレス加工用合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法を提供することを課題
とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者は、極低炭素鋼を基本成分とし、強化元素であるＰを含有する高張力合金化溶
融めっき鋼板の線状模様の表面欠陥を発生させるＰ濃度ムラの発生原因について鋭意研究
した。その結果、溶融めっき鋼板を合金化する際に、Ｐが鋼板表層に存在するとＰが存在
する部分では合金化処理で合金化速度を遅らせ、その結果、Ｐ濃度の高低が混在する部位
では、合金化速度に差異が生じ、めっき厚みにばらつきが生じ、外観上白っぽく、又は黒
っぽく縦長の模様の表面欠陥を発生する。そして、この様な表面欠陥のある合金化溶融め
っき鋼板をプレス加工すると凸部が削れるために模様はより顕著となり、プレス加工製品
の外観が損なわれることが判明した。更に熱延板で、スケールと地鉄との界面にＰ、Ｎｉ
、Ｃｕが同一箇所に濃化していると、酸洗工程でこの部分が残存し、結果としてＰの濃化
が大きくなる。そして、このようなＰ、Ｎｉ、Ｃｕ濃化部とそうでない箇所が混在すると
、Ｐの濃度ムラとなり、結果としてめっき後の合金化処理時にめっき厚みにバラツキが生
じ、プレス加工後に線状模様となる表面欠陥が生じることを知見した。
【００１４】
　したがって、めっき後の合金化処理時に線状模様となる表面欠陥が生じないようにする
には、熱延鋼板のスケールと地鉄界面に濃化したこれらの元素を取り除けば、表面性状に
有害なＰ濃化部は除去され無害化されることとなる。通常の熱延工程の後には、鋼板表面
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に生成したスケールを除去するために酸洗を施す。しかしながら、ＮｉやＣｕ等の元素は
酸に対して溶けにくいため、通常の酸洗では残存してしまう。そこで本発明者は、種々酸
洗方法を検討した結果、特定の大きさの平均気泡径を有するマイクロバブルと特定の周波
数の超音波を併用することにより、これらの元素を酸洗で取り除くことが可能であること
を知見した。
【００１５】
　本発明は、これらの知見に基づいて完成したものにで、その発明の要旨は次の通りであ
る。
【００１６】
　（１）　質量％で、
Ｃ：０．０００５～０．０１％、
Ｓｉ：１．０％以下、
Ｍｎ：０．０１～１．５％、
Ｐ：０．００５～０．０８％、
Ｓ：０．０２％以下、
Ａｌ：０．０１～０．１０％、
Ｎｉ：０．１％以下、
Ｃｕ：０．１％以下
残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成の溶鋼を連続鋳造してスラブを得る工
程と、前記スラブを１１００～１３００℃で加熱する工程と、前記加熱スラブを仕上げ温
度８００℃以上１０５０℃以下、巻取り温度５００℃以上８００℃以下の条件で熱間圧延
して熱延コイルを得る工程と、０．０１～１００μｍの平均気泡径を有するマイクロバブ
ルと１０ｋＨｚ～３ＭＨｚの超音波を、マイクロバブルの平均気泡径をＸ（μｍ）、超音
波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときに、Ｘ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が１２０以上２５０以下
を満たすように印加した状態で鋼板表面を酸洗する工程と、５０％以上９５％以下の冷延
率で冷間圧延して所定の厚さの冷延コイルとする工程と、前記コイルを再結晶温度以上の
温度で焼鈍するとともに、その後コイル表面に溶融めっきを施す工程とを有することを特
徴とするめっき厚みばらつきが５０％以内の表面性状に優れたプレス用高強度合金化溶融
めっき鋼板の製造方法。
【００１７】
　（２）　質量％で、
Ｃ：０．０００５～０．０１％、
Ｓｉ：１．０％以下、
Ｍｎ：０．０１～１．５％、
Ｐ：０．００５～０．０８％、
Ｓ：０．０２％以下、
Ａｌ：０．０１～０．１０％、
Ｎｉ：０．１％以下、
Ｃｕ：０．１％以下
残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成の溶鋼を連続鋳造してスラブを得る工
程と、前記スラブを１１００～１３００℃で加熱する工程と、前記加熱スラブを仕上げ温
度８００℃以上１０５０℃以下、巻取り温度５００℃以上８００℃以下の条件で熱間圧延
して熱延コイルを得る工程と、０．０５～５０μｍの平均粒子径を有する微粒子を含有す
る洗浄液に、０．０１～１００μｍの平均気泡径を有するマイクロバブルと１０ｋＨｚ～
３ＭＨｚの超音波を、マイクロバブルの平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（
ｋＨｚ）としたときに、Ｘ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が１２０以上２５０以下を満たすように印
加した状態で鋼板表面を酸洗する工程と、５０％以上９５％以下の冷延率で冷間圧延して
所定の厚さの冷延コイルとする工程と、前記コイルを再結晶温度以上の温度で焼鈍すると
ともに、その後コイル表面に溶融めっきを施す工程とを有することを特徴とするめっき厚
みばらつきが５０％以内の表面性状に優れたプレス用高強度合金化溶融めっき鋼板の製造
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方法。
【００１８】
　（３）　質量％で、
Ｃ：０．０００５～０．０１％、
Ｓｉ：１．０％以下、
Ｍｎ：０．０１～１．５％、
Ｐ：０．００５～０．０８％、
Ｓ：０．０２％以下、
Ａｌ：０．０１～０．１０％、
Ｎｉ：０．１％以下、
Ｃｕ：０．１％以下
を含有し、加えて
Ｂ：０．００５０％以下、
Ｎｂ：０．１％以下、
Ｔｉ：０．１％以下
の１種または２種以上を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成の溶
鋼を連続鋳造してスラブを得る工程と、前記スラブを１１００～１３００℃で加熱する工
程と、前記加熱スラブを仕上げ温度８００℃以上１０５０℃以下、巻取り温度５００℃以
上８００℃以下の条件で熱間圧延して熱延コイルを得る工程と、０．０１～１００μｍの
平均気泡径を有するマイクロバブルと１０ｋＨｚ～３ＭＨｚの超音波を、マイクロバブル
の平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときに、Ｘ＋２８×ｌ
ｎ（Ｙ）が１２０以上２５０以下を満たすように印加した状態で鋼板表面を酸洗する工程
と、５０％以上９５％以下の冷延率で冷間圧延して所定の厚さの冷延コイルとする工程と
、前記コイルを再結晶温度以上の温度で焼鈍するとともに、その後コイル表面に溶融めっ
きを施す工程とを有することを特徴とするめっき厚みばらつきが５０％以内の表面性状に
優れたプレス用高強度合金化溶融めっき鋼板の製造方法。
【００１９】
　（４）　質量％で、
Ｃ：０．０００５～０．０１％、
Ｓｉ：１．０％以下、
Ｍｎ：０．０１～１．５％、
Ｐ：０．００５～０．０８％、
Ｓ：０．０２％以下、
Ａｌ：０．０１～０．１０％、
Ｎｉ：０．１％以下、
Ｃｕ：０．１％以下
を含有し、加えて
Ｂ：０．００５０％以下、
Ｎｂ：０．１％以下、
Ｔｉ：０．１％以下
の１種または２種以上を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成の溶
鋼を連続鋳造してスラブを得る工程と、前記スラブを１１００～１３００℃で加熱する工
程と、前記加熱スラブを仕上げ温度８００℃以上１０５０℃以下、巻取り温度５００℃以
上８００℃以下の条件で熱間圧延して熱延コイルを得る工程と、０．０５～５０μｍの平
均粒子径を有する微粒子を含有する洗浄液に、０．０１～１００μｍの平均気泡径を有す
るマイクロバブルと１０ｋＨｚ～３ＭＨｚの超音波を、マイクロバブルの平均気泡径をＸ
（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときに、Ｘ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が１２０
以上２５０以下を満たすように印加した状態で鋼板表面を酸洗する工程と、５０％以上９
５％以下の冷延率で冷間圧延して所定の厚さの冷延コイルとする工程と、前記コイルを再
結晶温度以上の温度で焼鈍するとともに、その後コイル表面に溶融めっきを施す工程とを
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有することを特徴とするめっき厚みばらつきが５０％以内の表面性状に優れたプレス用高
強度合金化溶融めっき鋼板の製造方法。
【００２０】
　（５）６０ｋＨｚ以下の周波数と８０ｋＨｚ以上の周波数を１種類ずつ以上含む２種類
以上の周波数の超音波を印加することを特徴とする（１）～（４）のいずれかに記載のめ
っき厚みばらつきが５０％以内の表面性状に優れたプレス用高強度合金化溶融めっき鋼板
の製造方法。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の高張力鋼板を用いたプレス加工用合金化溶融めっき鋼板では、線状模様等の表
面欠陥のないめっき層を有していて、めっき厚みばらつきを５０％以内としてあるため、
合金化溶融めっき鋼板をプレス加工しても美しい外観表面を保持することができる。また
、溶融めっき前等での表層の研削量を低減できるので、鋼材のロスを少なくすることがで
きる等の顕著な効果を奏するものである。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】超音波周波数とマイクロバブルサイズが超音波進行方向に及ぼす影響を示す図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００２４】
　自動車の燃費向上には、自動車車体の軽量化および自動車車体の安全性確保の観点から
自動車車体用鋼板の薄肉化および高強度化が要望され、表面外観に優れたプレス成形性の
良い高張力合金化溶融亜鉛めっき鋼板が求められている。
【００２５】
　鋼板を高強度化するためにＰを含有した高張力鋼板が被めっき鋼板として用いられてい
るが、Ｐは非常に偏析されやすい元素であり、スラブ表面に偏析したＰが熱間圧延、冷間
圧延によって長手方向に圧延されて鋼板表面にＰの濃化部が形成され、合金化溶融亜鉛め
っきを施すと、Ｐ濃化部で合金化の程度に不均一が生じ、合金化溶融亜鉛めっき鋼板の表
面に凹凸が生じ、線状模様の表面欠陥が発生する。さらに、プレス加工をすると凸部が削
れるために模様はより顕著となる。
【００２６】
　本発明者は、極低炭素鋼を基本成分とし、強化元素であるＰを含有する高張力熱延鋼板
を用いた合金化溶融亜鉛めっき鋼板において、めっき表面欠陥の原因となる熱延鋼板表面
のＰの濃化ムラの発生原因について鋭意研究した結果、熱延板で、スケールと地鉄との界
面にＰ、Ｎｉ、Ｃｕが同一箇所に濃化していると、酸洗工程でこの部分が残存し、結果と
してＰの濃化が大きくなる。その結果、めっき後の合金化処理時にめっき厚みにバラツキ
が生じ、線状模様となる表面欠陥が生じることを知見した。
【００２７】
　合金化溶融亜鉛めっき鋼板の表面に線状模様となる表面欠陥が発生する原因となるＰ、
Ｎｉ、Ｃｕの濃化機構については、次に説明するような濃化機構が考えられる。
【００２８】
　一般に、合金化溶融亜鉛めっき鋼板は、連続鋳造したスラブを加熱炉で加熱し、脱スケ
ール後に熱間圧延し、熱延コイルとして巻き取られ、そして、この熱延鋼板に、必要に応
じて冷間圧延、焼鈍を施して、合金化溶融亜鉛めっき処理を施すことによって製造されて
いる。
【００２９】
　スラブの加熱工程において、加熱炉でＰ、Ｎｉ、Ｃｕを含有する連続鋳造スラブを１１
００～１３００℃で加熱すると、Ｆｅは酸化されてスケールとなるが、鋼成分であるＮｉ
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、ＣｕはＦｅよりも酸化され難いので、Ｎｉ、Ｃｕは酸化されずにスケールと地鉄界面に
濃化する。特に、スケール生成に伴いＮｉ、Ｃｕ濃化部は地鉄側凸部に多く発生する。
【００３０】
　次いで、脱スケール（デスケ）－熱間圧延工程において、脱スケールにより１次スケー
ルは除去されるが、地鉄表面に濃化したＮｉ、Ｃｕは除去されないでスラブ表面に残存す
る。このスラブを熱間圧延するとＮｉ、Ｃｕ濃化部は長手方向に圧延されてＮｉ、Ｃｕ濃
化部の厚さは薄くなるが、その一方で、熱間圧延中の酸化により２次スケールが生成し、
それに伴ってＮｉ、Ｃｕが地鉄表面に更に濃化する。
【００３１】
　巻取り工程においては、Ｐがスケールと地鉄界面や粒界に濃化する。このＰがＮｉ、Ｃ
ｕと同位置に混在すると酸洗で除去されず残存する。
【００３２】
　この鋼板を冷延、焼鈍後に合金化溶融亜鉛めっき処理を施すと、線状模様の表面欠陥の
発生部位は、Ｐ、Ｎｉ、Ｃｕが混在して濃化している部位であることが分かった。このこ
とから、線状模様の表面欠陥の発生は、Ｐの濃化の有無に係わらず、表層でのＮｉ、Ｃｕ
、Ｐが混在して濃化していることに原因があるものと判断できる。
【００３３】
　そこで、本発明では、スラブ表面に偏析したＰの濃化部を低減することについて、研究
した結果、酸洗工程において、特定の大きさの平均気泡径を有するマイクロバブルと特定
の周波数の超音波を併用することにより、これらの元素を酸洗で取り除くことが可能で無
害化できることを知見した。マイクロバブルとは、マイクロ（μｍ）オーダーの空気が入
っている泡であり、ビールの泡や魚用のぶくぶく泡とは比べ物にならない小さな泡で、浮
遊速度が極めて遅く、溶液中での寿命が長い、水平方向への拡散性も優れているといった
特性を有する。
【００３４】
　本発明は、これらの知見に基づいて完成したものである。
【００３５】
　まず、本発明で鋼板の成分を限定した理由について説明する（なお、ここで記載の％は
、特別の断りがなければ質量％を意味する）。
【００３６】
　自動車用鋼板としては、高張力化と共に、深絞り性等のプレス成形性を満足するもので
なければならない。本発明では、鋼板成分として、加工性を向上させるために、極低炭素
鋼を基本成分とし、強化元素であるＳｉ、Ｍｎ、Ｐ等を添加した高張力鋼板を用いるもの
である。以下に各成分の添加理由および各成分の成分範囲を限定した理由を説明する。
【００３７】
　（Ｃ：０．０００５～０．０１％）
　Ｃは、ブレス加工性に関する伸び及びｒ値を低減させる元素であり、少ないほうが好ま
しいが、０．０００５％未満に低減させるためには製鋼プロセスからしてコストがかかり
操業上現実的でない。一方、０．０１％を超えると加工性を害することとなるので、上限
を０．０１％とした。好ましくは、上限は０．００８％である。
【００３８】
　（Ｓｉ：１．０％以下）
　Ｓｉは、鋼の強度を改善する元素であるが、Ｓｉが多くなると鋼板表面にＳｉ酸化物が
形成され溶融めっきの際に不めっきやめっき密着性を低下させることとなるので、Ｓｉの
上限を１．０％とした。また、強度確保の観点から０．１％以上の含有量とすることが好
ましい。
【００３９】
　（Ｍｎ：０．０１～１．５％）
　Ｍｎは、鋼の強度を改善する元素であり、他の強化元素と組み合わせて使用するが、０
．０１％未満では精錬コストが高くなるため、下限を０．０１％とする。一方、１．５％
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を超えて含有すると鋼板が硬化して加工性を低下させることとなり、また鋼板の表面にＭ
ｎ酸化物が生成し、溶融めっき性が損なわれるので、Ｍｎの上限を１．５％とした。
【００４０】
　（Ｐ：０．００５～０．０８％）
　Ｐは、鋼の強度を改善する能力の大きな元素であり、加工性に対する悪影響もＳｉ、Ｍ
ｎ等に比較して少なく、鋼の強化には有用であるが、０．００５％未満ではその効果が得
られない。一方、Ｐは溶融亜鉛めっきの合金化反応を遅くさせる元素であり、めっき表面
に線状模様を発生させ表面性状を劣化させたり、スポット溶接性にも悪影響を与える元素
であるので、その上限を０．０８％とした。
【００４１】
　（Ｓ：０．０２％以下）
　Ｓは、鋼中に不可避的に含有される不純物であり、深絞り性の観点からも少ないほうが
好ましいが、０．０２％以下であれば、実質的な悪影響はなく、許容できる範囲である。
【００４２】
　（Ａｌ：０．０１～０．１％）
　Ａｌは、鋼の脱酸元素として含有される元素であって、０．０１％未満では十分な脱酸
効果が得られない。しかし、０．１％を超えると加工性の低下を招くので、上限を０．１
％とした。
【００４３】
　（Ｎｉ：０．１％以下）
　Ｎｉは鋼組成を製鋼にて調整する際、除去しにくい元素であるが、０．１％を超えると
溶融めっき鋼板で模様が発生し易くなるため上限を０．１％に抑制する。また多量に添加
する際は、高価なＮｉをあえて添加する必要がありコスト上昇を招くので、上限を０．１
％とする。なお、下限は特に限定するものではないが、０．００４%とすることが好まし
い。
【００４４】
　（Ｃｕ：０．１％以下）
　ＣｕもＮｉと同様に鋼組成を製鋼にて調整する際、除去しにくい元素であるが、０．１
％を超えると溶融めっき鋼板で模様が発生し易くなるため、また、粒界脆化やコスト上昇
にもつながるため、上限を０．１％とする。なお、下限は特に限定するものではないが、
０．００４%とすることが好ましい。
【００４５】
　本発明の鋼板で必要に応じて添加する成分について以下に説明する。
【００４６】
　（Ｂ：０．００５％以下）
　Ｂは、Ｎとの親和力が強く、凝固時または熱間圧延時に窒化物を形成し、鋼中に固溶し
ているＮを低減して加工性を高める効果がある。しかしながら含有量が０．００５％を超
えると溶接時に溶接部及びその熱影響部が硬質化し靭性が劣化する。また、熱延板での強
度も高くなり、冷間圧延時の負荷が高くなる。更に、再結晶温度が高くなることにより、
加工性の指標であるｒ値の面内異方性が大きくなりプレス成形性が劣化する。よってＢ含
有量は０．００５％以下とする。なお、Bを添加する場合には０．０００１％以上添加す
ることが加工性改善のためには好ましい。
【００４７】
　（Ｎｂ：０．１％以下）
　Ｎｂは、Ｃ及びＮとの親和力が強く、凝固時または熱間圧延時に炭窒化物を形成し、鋼
中に固溶しているＣ及びＮを低減して加工性を高める効果がある。しかしながら含有量が
０．１％を超えると再結晶温度が高くなることにより、加工性の指標であるｒ値の面内異
方性が大きくなりプレス成形性が劣化する。また、溶接部の靭性も劣化する。よって、Ｎ
ｂ含有量は０．１％以下とする。なお、Ｎｂを添加する場合には０．００５％以上添加す
ることが加工性改善のためには好ましい。
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【００４８】
　（Ｔｉ：０．１％以下）
　Ｔｉは、鋼中のＮをＴｉＮとして固定し、固溶Ｎ量を低減することにより、加工性を改
善する元素であり、０．１％を超えて添加してもその効果は飽和し、むしろＴｉＣを形成
して加工性を劣化させる。なお、Ｔｉを添加する場合には０．００５％以上添加すること
が加工性改善のためには好ましい。
【００４９】
　次に製造方法について説明する。
【００５０】
　スラブを１１００～１３００℃で加熱する理由は、１１００℃未満では、熱延での負荷
が高くなり、また所望する熱延仕上げ温度を確保できない。一方で、１３００℃を超える
加熱はエネルギーを過剰に使用しコスト増を招く。
【００５１】
　熱間圧延で仕上温度が８００℃未満となると、混粒組織となり、材質バラツキ原因とな
る。一方で１０５０℃以上の仕上がり温度にするためには、加熱温度を高温にする必要が
あり、コスト増につながる。また、強度低下原因ともなる。よって、熱延仕上げ温度は８
００℃以上１０５０℃以下に限定した。
【００５２】
　巻取り温度は５００℃未満だと形状不良の原因となる。一方で、８００℃を超えて巻き
取るとスケール疵が生成し易くなる。また冷延焼鈍後の強度低下につながる。したがって
、本発明では、巻取り温度を５００℃以上８００℃以下と限定した。
【００５３】
　スラブを熱間圧延、冷間圧延とすると、表面に偏析したＰ及び表面に濃化したＮｉ、Ｃ
ｕが熱間圧延、冷間圧延によって長手方向に圧延されて鋼板表面にＰ、Ｎｉ、Ｃｕが混在
した濃化部が形成される。この濃化部に存在するＰはめっきの合金化処理時に合金化反応
を遅らせて、線状模様の表面欠陥が発生する。本発明では、酸洗工程において、特定の大
きさの平均気泡径を有するマイクロバブルと特定の周波数の超音波を併用することにより
、これらの元素を酸洗で取り除くことが可能で無害化できることを知見した。具体的には
、０．０１～１００μｍの平均気泡径を有するマイクロバブルを供給すると共に１０ｋＨ
ｚ～３ＭＨｚの超音波を印加した状態で鋼板表面を酸洗することを特徴とする。超音波の
周波数が１０ｋＨｚ未満の場合、除去能力が低下し、また、鋼板と酸洗液の反応により、
鋼板表面から５００μｍ以上の気泡が発生し、この大きな気泡によって超音波伝播が阻害
され、溶解性向上効果が低下させるため、下限は１０ｋＨｚとした。一方、３ＭＨｚ超の
周波数を使用した場合、超音波の直進性が強くなり洗浄の均一性が低下する場合があるた
め、上限を３ＭＨｚとした。マイクロバブルの大きさは０．０１～１００μｍであり、液
中濃度としては数千個／ｍｌ～数百個／ｍｌが好ましい。
【００５４】
　マイクロバブル発生の基本機構は、気泡のせん断、気泡の微細孔通過、気体の加圧溶解
、超音波、電気分解、化学反応等があるが、本洗浄方法ではマイクロバブルのサイズと濃
度が重要であり、マイクロバブル発生方法には依存しない。例えば、せん断方式でマイク
ロバブルを発生した後に、洗浄液を所定サイズの微細孔を持つフィルターに通すことによ
り、マイクロバブルの気泡径を制御し、洗浄に使用する。その際、パーティクルカウンタ
ーや気泡径分布計測装置等によりマイクロバブルの濃度を計測する。０．０１μｍ未満の
マイクロバブルを使用した場合、バブル発生装置が大型になり、気泡径を整えてのバブル
の供給が難しく、また、酸洗能力も低下するため下限を０．０１μｍとした。一方、１０
０μｍ超のマイクロバブルを使用した場合、バブル浮上速度が増加し、洗浄液中でのバブ
ルの寿命が短くなる。加えて、超音波の伝播がマイクロバブルにより阻害され、酸洗能力
が低下してしまうために、上限を１００μｍとした。また、マイクロバブルの平均気泡径
と超音波の周波数が特定の関係内であると、超音波が３次元的に進行し、均一かつ広範囲
に酸洗能力が向上することを知見した。
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【００５５】
　図１は、実験によって得られた結果である。マイクロバブルの平均気泡径（マイクロバ
ブルサイズ）をＸ（μｍ）、超音波周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときに、Ｘが１００μｍ
以下、Ｙが１０ｋＨｚ～３ＭＨｚの範囲で、Ｘ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が１２０以上２５０以
下であると超音波が３次元的に進行したが、１２０未満あるいは２５０超の場合は１次元
的にしか進行しなかった。よって、マイクロバブルの平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の
周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときに、好ましくは、Ｘ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が１２０以上２
５０以下を満たすようにマイクロバブルと超音波を印加することが望ましい。
【００５６】
　更には、Ｘ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が１２０以上２５０以下を満たす範囲において、低周波
側と高周波側の２種類以上の周波数を印加することが望ましい。その理由は以下のような
作用によるものと推定している。スケールでの酸洗実験をした場合、超音波の波長と除去
し易いスケールの厚みとは、特定の関係にあり、波長が大きくなるほど、すなわち周波数
が低くなるほど、除去し易いスケールの厚みは大きくなる。例えば、３８ｋＨでは１０～
３０μｍ程度の厚さのスケール除去に優れていたのに対し、１００ｋＨでは１～５μｍ程
度の厚さのスケール除去に優れていた。すなわち、低い周波数の超音波は比較的大きい物
に対して、一方、高い周波数の超音波は比較的小さな物に対して有効であった。このこと
から、厚みが不均一である物の除去に対しては複数の周波数の超音波を印加することが有
効であることがわかる。また、超音波の発生装置から発生する超音波は、対象物まで到達
するまでに減衰しないのが好ましいが、一般的に高い周波数の超音波は減衰し易く、低い
周波数は減衰し難く、遠くの距離まで大きな減衰をせずに届く。従って、同じ発信強度で
あれば、低い周波数の超音波では問題ないが、高い周波数の超音波では減衰のために鋼板
表面まで届かないといった問題が生じる場合がある。特に、超音波発信器から鋼板までの
距離が大きい場合や、マイクロバブルで超音波を散乱さる場合、すなわち実質的な超音波
伝達距離が大きくなる場合には、高い周波数の超音波の減衰が顕著に現れる。
【００５７】
　しかしながら、マイクロバブルが含まれる酸洗実験において、高い周波数の超音波と同
時に低い周波数の超音波も印加すると、高い周波数の超音波によると思われるサイズのス
ケールも効率よく除去できた。この現象は、高い周波数の超音波と低い周波数の超音波の
組み合わせにすると、減衰し難い低い周波数の超音波に高い周波数の超音波が重畳して、
高い周波数の超音波も減衰せずに鋼板まで到達したものと推測される。このように、低い
周波数の超音波と高い周波数の超音波を重畳して印加することにより、スケールの下の地
鉄表面に濃化した不均一なＰ、Ｎｉ、Ｃｕにも超音波が効果的に作用して、除去を容易に
するものと考えられる。なお、これらの効果を得るためには１０ｋＨｚ～３ＭＨｚの範囲
で、低周波側は６０ｋＨｚ以下が好ましく、高周波側は８０ｋＨｚ以上が好ましい。これ
らを１種類ずつ以上含む２種類以上の周波数を印加することにより上述の効果が得られる
。
【００５８】
　更には、０．０５～５０μｍの平均粒子径を有する微粒子、例えば、酸化物や炭化物等
の無機系物質や合成樹脂等の有機系高分子物質を加えることも有効である。この場合の液
中の濃度としては好ましく数万個／ｍｌ～数百個／ｍｌである。０．０５μｍ未満の微粒
子を使用した場合、粒子が表面に衝突する衝撃力が弱くなり、酸洗能力向上が期待できな
い。５０μｍ超の微粒子を使用した場合、超音波の伝播及びマイクロバブルの表面への移
動を阻害するため酸洗能力低下につながる。よって上限を０．０５μｍ、下限を５０μｍ
とした。
【００５９】
　本発明では、熱延コイルを５０％以上９５％以下の冷延率で冷間圧延して所定の厚さの
冷延コイルとする。冷延率を５０％以上としたのは、ｒ値を確保して加工性を確保するた
めである。また、５０％未満であると熱延で長くする必要があり、設備的にもコスト増加
につながる。一方、冷延率９５％を超えるには、高荷重に耐える冷延機を必要としコスト
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増加につながる。したがって、本発明では、冷延率を５０％以上、９５％以下とした。
【００６０】
　また、冷延コイルを再結晶温度以上の温度で焼鈍することによって圧延によって生じた
歪が除去され、軟質化して加工性を向上させることができる。焼鈍後に鋼板表面に溶融め
っきを施し、合金化処理を行なって合金化溶融亜鉛めっき鋼板とする。この焼鈍と溶融め
っき工程は、連続焼鈍炉を用いて行なうことが好ましい。
【００６１】
　合金化溶融亜鉛めっき鋼板のめっき厚みにバラツキがあると、合金化溶融めっき鋼板の
プレス加工時にめっきが厚い箇所が削れて表面に模様が発生する欠陥が生じる。本発明で
は、プレス加工による模様発生を防止するために、めっき厚みばらつきを５０％以内とし
た。めっき厚みバラツキは、合金化溶融めっき鋼板の断面を研磨し、めっき厚みを測定し
て、（最高厚み－最低厚み）÷最高厚み×１００（％）で求めた。この際、圧延方向と垂
直方向に１０点以上測定することが好ましい。
【実施例】
【００６２】
　以下実施例に基づいて本発明を詳細に説明する。
【００６３】
　連続鋳造により表１に示す鋼組成の供試材鋳片（スラブ）を製造した。このスラブを表
２に示す条件で加熱、熱延を行ない熱延鋼板とし、その後、熱延鋼板の表面を表３に示す
条件で酸洗を実施した。この際、表３に記載のように、マイクロバブルの供給と超音波の
印加を行ない、鋼Ｎｏ．Ｔ、Ｘ、Ｙ、Ｚについては更に微粒子の供給も行なった。また、
鋼Ｎｏ．Ｐ、Ｚについては２種以上の超音波周波数を用いた例である。即ち、鋼Ｎｏ．Ｐ
では４０、４５０及び９５５ｋＨｚの３種類を、鋼Ｎｏ．Ｚでは３１及び１２０ｋＨｚの
２種類の超音波周波数を用いた。なお、マイクロバブルの発生にはせん断方式の発生装置
を用いた。この装置は、水と空気を超高速で旋回させることでマイクロバブルを発生させ
る方式であり、ポンプ内のプロペラを旋回させることにより、旋回している箇所で空洞と
なる部分を形成させ、その空洞となった部分が旋回することにより切断され、マイクロバ
ブルを発生させるものである。今回のポンプは圧力０．１８ＭＰａ、流量４０Ｌ／ｍｉｎ
のものを使用した。この鋼板を表４に示す厚みに冷間圧延して所定の厚さの冷延鋼板とし
た後、表４の条件で連続焼鈍炉での焼鈍を行ない、溶融亜鉛めっき浴に浸漬して溶融めっ
きをし、合金化処理を行なって、合金化溶融めっき鋼板を得た。なお、下記表１に示す鋼
組成における残部はＦｅおよび不可避的不純物である。また、下記表１における下線は、
本発明の範囲外であることを示す。次に、上述の方法で作製した発明例および比較例の各
合金化溶融めっき鋼板について、引張り特性、深絞り加工の指標であるｒ値、表面性状を
評価した。以下、その評価方法について説明する。
【００６４】
　引張り特性は、各溶融めっき鋼板から採取したＪＩＳ５号試験片を使用して引張り試験
を行ない、その伸びＥｌにより評価した。そして、伸びＥｌが２５％以上のものを合格と
した。ｒ値の評価は、各溶融めっき鋼板から圧延方向に平行方向、４５°方向、直角方向
の３方向について夫々ＪＩＳ５号引張り試験片を採取し、各試験片のｒ値を測定した。そ
して、圧延方向に平行なｒ値をｒ0、４５°方向のｒ値をｒ45、直角方向のｒ値をｒ90と
したとき、下記（Ｃ）式により求められる各方向のｒ値の平均値ｒaveにより評価した。
なお、本実施例においてはｒaveが１．２以上のものを合格とした。
ｒave＝（ｒ0＋２×ｒ45＋ｒ90）／４　・・・・（Ｃ）
【００６５】
　表面性状の評価は上述の方法によるめっき厚みのバラツキ調査および表面模様有無で行
った。めっき厚み調査は、圧延方向に垂直な方向の１５点を測定し、最高厚みと最低厚み
から（最高厚み－最低厚み）÷最高厚み×１００（％）の式で厚みバラツキとした。表面
模様有無判定は、合金化溶融めっき鋼板の表面に砥石をかけた後に実施した。この砥石か
けはプレス加工での摩擦を想定したものであり、この方法により実際のプレス加工におい
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て模様が発生するか否かおおよそ判定が可能である。この方法により模様が発生しなかっ
た合金化溶融めっき鋼板は○、模様が発生した合金化溶融めっき鋼板を×とした。
以上の結果を下記表に示す。表５は機械特性である引張強さ、伸び、ｒ値を示す。表６は
めっき厚のばらつき、模様有無を示す。
【００６６】
　表５、表６に示すように、発明例の鋼Ｎｏ．Ａ、鋼Ｎｏ．Ｂ、鋼Ｎｏ．Ｄ、鋼Ｎｏ．Ｅ
、鋼Ｎｏ．Ｆ、鋼Ｎｏ．Ｈ、鋼Ｎｏ．Ｋ、鋼Ｎｏ．Ｌ、鋼Ｎｏ．Ｎ、鋼Ｎｏ．Ｐ、鋼Ｎｏ
．Ｖ、鋼Ｎｏ．Ｗ、鋼Ｎｏ．Ｘ、鋼Ｎｏ．Ｙ、鋼Ｎｏ．Ｚのめっき鋼板は、いずれも優れ
た加工性と有するとともに、めっき厚のばらつきも少なく、表面の模様発生もなかった。
【００６７】
　これに対して、それ以外の鋼のめっき鋼板は、本発明の範囲から外れた比較例である。
すなわち、鋼Ｎｏ．Ｃは、超音波の周波数が本発明の下限以下で、かつ、マイクロバブル
の平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときのＸ＋２８×ｌｎ
（Ｙ）が本発明の下限以下であったため、めっき厚のばらつきが５０％を超え、模様が発
生した。鋼Ｎｏ．Ｇは、Ｘ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が本発明の下限以下であったため、めっき
厚のばらつきが５０％を超え、模様が発生した。鋼Ｎｏ．Ｇは、マイクロバブルの平均気
泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときのＸ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が
本発明の下限以下であったため、めっき厚のばらつきが５０％を超え、模様が発生した。
鋼Ｎｏ．Ｊは、マイクロバブルの平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ
）としたときのＸ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が本発明の上限以上であったため、めっき厚のばら
つきが５０％を超え、模様が発生した。鋼Ｎｏ．Ｉは、マイクロバブルの平均気泡径が本
発明の下限以下であったため、めっき厚のばらつきが５０％を超え、模様が発生した。鋼
Ｎｏ．Ｍは、超音波の周波数が本発明の上限以上で、かつ、マイクロバブルの平均気泡径
をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときのＸ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が本発
明の上限以上であったため、めっき厚のばらつきが５０％を超え、模様が発生した。鋼Ｎ
ｏ．Ｏは、マイクロバブルの平均気泡径が本発明の上限以上で、かつ、超音波の周波数が
本発明の下限以下であったため、めっき厚のばらつきが５０％を超え、模様が発生した。
【００６８】
　鋼Ｎｏ．ＱはＰ含有量が本発明の上限を超えている比較例である。この溶融めっき鋼板
は、合金化速度が遅くなった結果、表面性状にバラツキを生じ、一部が模様のように認め
られた。鋼Ｎｏ．Ｒは、マイクロバブルの平均気泡径が本発明の上限以上で、かつ、マイ
クロバブルの平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときのＸ＋
２８×ｌｎ（Ｙ）が本発明の上限以上であったため、めっき厚のばらつきが５０％を超え
、模様が発生した。更に、Ｍｎ含有量が本発明の上限を超えているため、ｒ値が１．１と
低値であった。鋼Ｎｏ．Ｓは、マイクロバブルの平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波
数をＹ（ｋＨｚ）としたときのＸ＋２８×ｌｎ（Ｙ）が本発明の下限以下であったため、
めっき厚のばらつきが５０％を超え、模様が発生した。更に、Ｃ含有量が本発明の上限を
超えていたため、ｒ値が０．９と加工性に劣っていた。
【００６９】
　鋼Ｎｏ．Ｔは、マイクロバブルの平均気泡径が本発明の上限以上で、かつ、マイクロバ
ブルの平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときのＸ＋２８×
ｌｎ（Ｙ）が本発明の上限以上で、かつ、微粒子のサイズが本発明の上限以上であったた
め、めっき厚のばらつきが５０％を超え、模様が発生した。更に、Ｔｉ含有量が本発明の
上限を超えていたため、ｒ値が０．９と加工性に劣っていた。鋼Ｎｏ．Ｕは、マイクロバ
ブルの平均気泡径をＸ（μｍ）、超音波の周波数をＹ（ｋＨｚ）としたときのＸ＋２８×
ｌｎ（Ｙ）が本発明の上限以上であり、かつ、Ｎｉ含有量が本発明の上限を超えているた
め、めっき厚のばらつきが５０％を超え、模様が発生した。鋼Ｎｏ．ＶはＣｕ含有量が本
発明の上限を超えている比較例である。この溶融めっき鋼板は、表面めっき性状がばらつ
き、模様が認められた。鋼Ｎｏ．ＷはＮｂ含有量が本発明の上限を超えている比較例であ
る。この溶融めっき鋼板は、ｒ値が０．９と加工性に劣っていた。
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